







































































































































































































1．無断外出や夜間の外出が頻繁に見られる 5．6 12．1 18．7 49．5 2．8
2．怠学・遅刻・早退が顕著である 19．6 33．6 23．4
??．??
0．9．
3．万引きが頻繁に見られる 10．3 24．3 25．2 29．0 0．9
4．性的な行動化（テレクラ・援助交際など）の問題が
@　ある
1．9 10．3 15．9 58．9 1．9
5．施設で，他児への身体的な暴力に関する問題が顕著
@　である
0．9 9．3 27．1 49．5 2．8
6。施設で，職員への身体的な暴力に関する問題が顕著
@　である
1．9 13．1 29．9 40．2 3．7
7．施設での職員に対する反抗的な態度が顕著である 10．3 29．0 31．8 15．9 2．8．
8．学校で，平戸への身体的な暴力‘に関する問題が顕著
@　である




10．学校での授業妨害が顕著である 5．6 26．2 25．2 26．2 6．5
11．勉強への意欲がない 50．5 25．2 10．3 0．臼 1．9
12，怠学ではない不登校がある 35．5 33．6 14．0 4．7 1τ9
13．親密な人間関係を持つことができない 40．2 34．6 8．4 4．7 L9
14．集団内での孤立傾向が顕著である 34．6 43．0 6．5 ’　4．7 1．9
15．自分本位で，田老への配慮が極端に乏しい 28．0 43．0 15．9 3．7 0．0
16．終始，大人のそばにいないと強い不安を示し，一人
@　でいることができない 29．9 40．2 13．1
3．7 2．8







20．生活全般に無気力な状態が目立つ 46．7 31．8 6．5 3．7 0．9






23．4 36．4 19．6 5．6 4．7
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児童養護施設の現状と課題（大竹）
％），④集団内での孤立傾向が顕著である（77．6％），⑤原因がはっきりしない頭痛や腹痛など
の身体症状をよく訴える（76．6％），⑥勉強への意欲がない（75，7％），⑦親密な人間関係を持
つことができない（74．8％），⑧自分本位で，他者への配慮が極端に乏しい（71．0％），⑨終
始，大人のそばにいないと強い不安を示し，一人でいることができない（70．1％），⑩怠学では
ない不登校がある（69．1％），⑪理由がはっきりしないおびえや不安を示すことが多い
（59．8％），⑫手洗い強迫や不潔恐怖など，強迫的行動がある（55．1％），⑬怠学・遅刻・早退
が顕著である（53．2％），⑭欲求不満事態でパニック行動が顕著である（44．8％）であった。
　また，「可能である理由」および「不可能である理由」を自由記述より取り上げてみたい。ま
ず，「可能である理由」として，「過去や現在，同じような子どもの問題で対応している。ま
た，何らかの改善がみられたこと」「問題行動が他誌に及ぼす影響が少ない場合は可能である」
「生活指導，心理指導において回復が見込まれる」「心理的問題，疾病をもつ児童については，
クリニックおよび心理治療を行なっていることもあり，ある程度対応可能である」などが挙げ
られていた。一方，「不可能である理由」として，「問題行動が必滅に及ぼす影響が大きいた
め」「学校に多大な迷惑をかけるため」「日常的な非行問題，反社会的行為の顕著な児童に関し
ては，児童養護施設では対応困難であるため」「1～10の行動を見る限り，児童養護施設の対象
児童とは思えない」「児童養護i施設の最低基準をみた時，集団生活が営むことができない児童
の入所は想定していないと思う」「処遇困難児が増えているためこれ以上の受け入れば困難」
「性的な問題行動を持つ子どもについては，きょうだいではない子ども（男女）が生活してい
る施設では影響が多大で困難である」などが挙げられていた。
　また，他の回答として「入所可能かどうかの判断は，その時点での集団構成（男女のバラン
ス，年齢構成など）が優先される」「児童養護施設の存在意義（社会的役割認識）から可能な限
り入所の受け入れをするのが当然である」「これらの項目はすべて今施設にいる子ども達にあ
てはまる行動である。しかし今の施設状況は限りなく限界に近くなっており，これ以上手がか
かる子どもの入所は難しい」「個別的なかかわりが現体制では無理」「児島による児童養護施設
への措置が適当との判断がある以上異議を唱えるものではない」「問題行動の現象面から入所
の可否を判断することは適当であるとは考えられない。児相から依頼があればどのような子で
も受け入れるべき」などが挙げられていた。
皿　まとめと課題
　これまでの調査結果をまとめると次のようになる。入所児童の26．9％が被虐待児である。ま
た，「身体的虐待」は84．1％の施設に，「ネグレクト」は71．0％の施設に，「心理的虐待」は
49．5％の施設に，「性的虐待」．は34．6％の施設に在籍している。また，施行後に入所した児童の
41．1％（398人）が「虐待」を理由として入所している。また，家庭裁判所の決定による入所児
童も16％の施設で見られた。
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　また，児相からの一時保護委託の依頼も53．3％の施設で，162人の依頼があり，143人の児童
を受け入れていた。これは児相の一時保護所の現状を映し出している。しかし，一時保護受託
はその費用が低額で，かつ児童の問題性もあり，施設にとっては処遇上も経営上も厳しいもの
となっている。
　さらに，施行後の変化として，51．4％の施設で「虐待ケースの入所が増えた」とし，44．9％
の施設で「処遇困難なケースが増えた」と回答している。さらに「子ども集団が落ち着かなく
なった」とした施設も32．7％にのぼり，29．9％の施設では「職員の労働が過重になった」と回
答し，10．3％の施設で「体調の不調を訴える職員が多くなった」と回答している。
　また，被虐待児の処遇で必要な職種として94．4％の施設が「心理療法を担当する職員」と回
答しており，さらに処遇する上で強化したい点として77，6％の施設で「児童の個別的処遇j，
65．4％の施設で「児童に対するカウンセリング1を挙げている。ま＃，50．5％の施設で「職員
に対するスーパーバイズ」と回答している。一方，質問12の選択肢の中では，85．0％の施設で
「児相との連携協力」を，68．2％の施設で「保護者に対する援助」をさらに強化したいとし，
その中でも「保護者に対する援助」（39．3％）を1位で挙げた施設が最も多い。また，処遇して
いく上で必要な条件として，’84．1％の施設が「職員の増員」と回答し，さらに連携を強化する
必要がある機関として，89．7％の施設が「児相」を挙げ，74．8％の施設が「学校」を，56．1％
の施設が「医療機関」を挙げている。
　質問15は，堤賢らの研究を参考にした。堤らの研究では，児童養護施設において比較的よく
観察される非社会的行動および反社会的行動に属する40項目を列挙し，分析している。』その結
果，反社会的行動群として3因子（①逸脱行動化，②暴力的行動化，③意欲喪失），非社会的行
動群として4因子（④親密な人間関係障害，⑤自己中心的傾向，⑥身体症状化傾向，⑦不安に
基づく偽成熟性）を抽出した。表1に示した23項目は，この分類に準拠し，①は1～4が，②
は5～10が，③は10～11が，④は13～14が，⑤は15～17，21が，⑥18～20が，⑦は22～23が対
応している・このことから・23項目は被虐待児が表出す不適応行動である6そして，現時点で
の入所の可能性について質問したところ，反社会的行動群の中の「逸脱行動化」（「2．怠学・
遅刻・早退が顕著である」を除く）と「意欲喪失」（「11．勉強への意欲がない」を除く）の項
目では，「不可能」「やや不可能」とする施設が50％以上を占めている。現状にあっては，反社
会的行動，他害行動をする児童については入所が困難である。その理由として，集団生活が成
り立たない，三児への安全確保が困難，個別対応が出来ない，学校や地域の理解が得られない
というものである。その一方で，非社会的行動群（「21．欲求不満事態でパニック行動が顕著で
ある」を除く）については，50％以上の施設で入所が「可能」「やや可能」となっている。
　このような現状の中で，次のような課題が明らかになった。
　①充足率が平均で91．3％に達しており，新規の入所依頼に対する対応が困難である。ま
た，集団構成との兼ね合いを考えるとさらに新規入所への対応は困難となっている。そのた
め，家族への再統合に向けた取り組みが必要となっている。そのためには，児童自身および虐
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待している親への専門的な心理治療のシステムの確立が必要となっている。しかし現状では，
心理療法を担当する職員を配置していない施設は53．3％であり，さらに配置している場合で
も，その雇用形態は「非常勤」が76％に達しており，各施設に最：低1人の「常勤の心理担当職
員」の配置が課題である。
　②施設形態では大舎制の施設が54．2％であり，入所児童への個別対応が難しい状況であ
る。また，不適応行動を表出したときに，大舎制の場合，他の児童への影響が大きくなってし
まう。このことから，児童集団を小さくする取り組みとして，小舎制やグルーフ．ホームへの移
行が今後の課題である。
　③体調の不調を訴える職員やバーンアウトする職員が現われてきている。その防止のため
のメンタルヘルスケアシステムの確立と不適応行動を表出する児童を理解するための研修シス
テムの確立が必要であり，今後どのように制度化していけるのかが課題である。
　④児童養護施設の児童は地域の学校に通学している。そのため学校の教師および地域の
人々が被虐待児童の行動を理解することが重要となる。今後どのようにして啓発活動を進めて
いくのかが課題である。
　⑤関係機関との連携および親へのケア，家族の再統合を考えたとき，面相の機能強化と職
員配置および人事を含めた基準，および児童養護施設の職員配置を含めた最：低基準の見直し
を，どのように具体的に進められるのかが今後の課題として挙げられる。
　なお，調査にあたっては関東ブロック児童養護施設長研究協議会実行委員長　磯淳昭氏に多
大なご協力を頂きました。また調査用紙を作成するにあたっては，立正大学社会福祉研究所虐
待プロジェクト研究メンバーの方々に貴重な助言を得ました。記して感謝の意を表します。
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